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22年度 23年度 前期比

経常収益 587 589 ＋ 2

連結コア業務粗利益 424 443 ＋ 19

資金利益 321 338 ＋ 16

役務取引等利益 89 95 ＋ 5

その他業務粗利益 12 9 △ 2

経費 323 350 ＋ 26

うち人件費 174 179 ＋ 4

うち物件費 127 140 ＋ 12

連結コア業務純益 100 93 △ 6

有価証券関係損益 △ 11 4 ＋ 16

信用コスト（△） 23 20 △ 3

経常利益 66 83 ＋ 16

3 △ 3 △ 6

親会社株主に帰属する当期純利益 44 52 ＋ 7

連結

特別損益

2023年度の業績（連結）

（百万円）

（単位：億円）
■連結業績 ■子会社の状況（単位：億円）

連結コア業務粗利益 443億円（前期比＋19億円）

資金利益および役務取引等利益が増加したことにより、前期比増加

連結コア業務純益 93億円（前期比△6億円）

TSUBASA関連コストの増加を要因として前期比減少

親会社株主に帰属する当期純利益 52億円（前期比+7億円）

前期に計上した将来の安定収益確保に向けた有価証券の処理の影響により、有価

証券関係損益が改善し、経常利益が増加したことで最終の当期純利益が増加

【子会社】
• とうほう証券は仕組債の販売抑制の影響により赤字となるが、外債および投資信託
の販売に注力し受入手数料が増加したことに加え、投資信託の積上げにより信託
報酬が増加したことから前期比増収となり、赤字幅縮小

• 開業2年目で東邦コンサルティングパートナーズはM&A案件成約増加、新規アドバ
イザリー契約獲得等により最終黒字計上

• 東邦リースは前期比増収となるが、競合激化による利幅の縮小や信用コストの増加
により減益

会社名 経常収益 前期比 純利益 前期比

とうほう証券 865 ＋ 136 △ 158 ＋ 119

東邦コンサルティングパートナーズ 152 ＋ 98 41 ＋ 44

東邦リース 7,565 ＋ 42 493 △ 75

東邦カード 918 ＋ 3 323 ＋ 16

東邦クレジットサービス 420 △ 11 △ 1 △ 49

東邦信用保証 1,826 ＋ 9 1,212 △ 21

東邦情報システム 1,339 △ 40 451 △ 22

とうほうスマイル 83 ＋ 3 △ 4 △ 5

合計 13,170 ＋ 243 2,358 ＋ 6
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TSUBASA基幹系システム移行関連費用21億円の増加を主因として、
前期比+25億円

経費

22年度 23年度 前期比

経常収益 502 504 ＋ 1

コア業務粗利益 401 420 ＋ 18

資金利益 333 350 ＋ 16

役務取引等利益 70 71 ＋ 1

その他業務粗利益 △ 1 △ 1 ＋ 0

経費 307 333 ＋ 25

うち人件費 157 162 ＋ 4

うち物件費 129 141 ＋ 12

うち税金 20 29 ＋ 8

コア業務純益 93 87 △ 6

有価証券関係損益 △ 11 4 ＋ 16

信用コスト（△） 22 18 △ 4

経常利益 61 79 ＋ 17

3 △ 3 △ 6

当期純利益 45 54 ＋ 8

単体

特別損益

2023年度の業績（単体）

■単体業績 （億円）

コア業務粗利益

コア業務純益

当期純利益

事業性貸出金利息および有価証券利息配当金の増加を主因として、
前期比+18億円の増益

コア業務粗利益は増加したが、人件費・TSUBASA基幹系システム
移行関連費用の増加により△6億円の減益

老朽化した寮・社宅の減損等により特別損益が前期比6億円減少した
ものの、経常利益の増益により当期純利益は+8億円

※単体資金利益に含まれるグループ配当金12.3億円（前期比+0.6億円）

（※）

経常利益

有価証券関係損益の改善に加え、信用コストの圧縮により、前期比
+17億円の増益

ベースアップ、賞与支給率増等の影響により、前期比＋4億円

人件費

• 2023年度決算は、TSUBASA基幹系システム移行に伴い経費が増加したものの、事業性貸出金利息および有価証券利息配当金の増加および

有価証券関係損益の改善により増収増益
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■資金利益の内訳 ■利回り・貸出金利息
（億円）

資金利益（単体）

22年度 23年度

通期 通期 前期比

資金利益 333 350 ＋ 16

貸出金利息 258 265 ＋ 7

事業性貸出 129 136 ＋ 7

個人ローン 105 103 △ 2

公共貸出 23 26 ＋ 2

有価証券利息配当金など 80 86 ＋ 5

有価証券利息配当金 52 59 ＋ 7

預け金利息 他 28 26 △ 1

資金調達コスト 他（△） 6 2 △ 4

0.82% 0.85% 0.86% 0.85% 0.84%

1.46% 1.4%
1.32% 1.26% 1.22%

0.43% 0.37% 0.32% 0.29% 0.32%

事業性貸出 個人ローン 公共貸出

事業性貸出金利息

136

• 事業性貸出は、東京支店における平残増加を主因として136億円へ増加（前期比+7億円）、個人ローンは平残増加したものの、住宅ローンの利回り低下に

よる減収分を賄えず減少（前期比△2億円）、公共貸出は福島県向け貸出の増加（前期比＋580億円）と利回り改善により増加（前期比+２億円）

• 有価証券利息配当金は、残高の着実な積上げと円建債券の利回り上昇に加え、前期に計上した投信解約損益△11億円の影響がなくなったことを主因として

59億円へ増加（前期比+7億円）

• 資金調達コスト他（△）は、外債運用にかかる調達コストが減少（前期比△４億円）

（交付税貸出含む）

（億円）

84 86 85 81 81 

22 21 21 20 20 

11 10 9 10 16 
11 15 16 17 18 

120 114 109 105 103 

30 27 
24 

23 26 

280 276 
266 

258 
265 

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

県内貸出 県外貸出 東京貸出 PF 個人ローン 公共貸出
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有価証券運用（単体）

（億円）
■有価証券損益の内訳 ■利息・利回り推移

• 前期に将来の安定収益確保に向け評価損益の回復の見込めない投信・外債を売却（売却損22億円計上）

• 今期はプライベートエクイティ（PE）の落ち込みがあったものの、円債を中心とした着実な残高積上げと利回り向上に加え、株式の入替等も進み有価証券損益

合計は63億円（前期比+23億円）

1.28%
0.93% 0.88% 0.68% 0.74%

2.83%

1.60%

5.58%
5.21%

3.87%

円建債券 外貨建債券

50 

36 
40 

35 

51 

9 

2 

9 
16 

7 

59 

39 

50 
52 

59 

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

円建債券 外貨建債券 （億円）

22年度 23年度

通期 通期 前期比

有価証券利息配当金 52 59 ＋ 7

利息配当金 48 55 ＋ 7

投信解約損益（分配金相当） △ 11 0 ＋ 11

プライベートエクイティ（円建・外貨建） 15 4 △ 11

有価証券関係損益 △ 11 4 ＋ 16

国債等債券関係損益 △ 10 2 ＋ 12

うち投信解約損益（分配金超過分） △ 7 0 ＋ 7

うち外国債券売却損 △ 4 0 ＋ 4

株式等関係損益 △ 1 1 ＋ 3

合計 41 63 ＋ 23

※単体資金利益に含まれるグループ配当金12.3億円（前期比+0.6億円）

（※）
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FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

609 

329 

938 

400 
516 

285 

182 

153 

161 
149 

396 

182 

165 

105 

188 45 

45 

シンジケートローン 私募債 ストラクチャリング融資 その他

152

53

東邦コンサルティング
パートナーズ※

役務取引等利益（単体）

※ 金融コンサルティング収益：シンジケートローン／私募債／ストラクチャリング融資等
※ 経営コンサルティング収益：Ｍ＆Ａ／有料ビジネスマッチング／ 法人保険等

■役務取引等利益

（百万円）
■法人関連手数料

（百万円）

■預かり資産収益

22年度 23年度

通期 通期 前期比

役務取引等利益 70 71 ＋ 1

預かり資産収益 21 22 ＋ 0

うち生命保険 10 10 △ 0

うち投資信託 8 9 ＋ 0

法人関連手数料 11 14 ＋ 3

金融コンサルティング 7 8 ＋ 1

経営コンサルティング 4 5 ＋ 1

キャッシュレス事業 6 6 △ 0

ATM手数料 3 3 △ 0

為替手数料 31 30 △ 0

（億円）

• 預かり資産収益は公共債等が減少したものの、投資信託で落ち込み分をカバーし前期比ほぼ横ばい

• 法人関連手数料は金融コンサル分野において私募債関連が減少したものの、シ・ローン、ストラク融資が増加したことに加え、経営コンサル分野でも有料ＢＭ、

法人保険などが増収となり、前期比3億円の増収

• 開業２年目の東邦コンサルティングパートナーズが着実に業績を伸ばし、グループ全体でのコンサルティング業務は着実に成長

【金融コンサルティング】

【経営コンサルティング】

※

左
記
表
に
記
載
な
し

725 
961 1,039 

812 906 

1,296 972 871 
1,022 1,002 

322 371 341 
322 304 

2,343 2,303 2,252 
2,156 2,211 

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

投資信託 生命保険 公共債他

239 
70 28 8 

199 

182 228 279 352 

22 
195 226 183 

242 5 
4 4 4 

4 

M&A 有料ビジネスマッチング 法人保険 その他



Copyright © 2024 The Toho Bank, Ltd. All Rights Reserved. 8

■経費
（億円）

（億円）■コア業務粗利益

経費・ＯＨＲ（単体）

■コアOHR

• 経費は、TSUBASA関連が21億円、人件費が4億円増加したことにより、前期比25億円の増加

• コア業務粗利益は前期比18億円増加したものの、経費増加分を賄いきれず、コアOHRは79％台まで上昇

■経費の主な増減要因

前年度比 要因

TSUBASA関連 +21
システムコスト+9、減価償却費+3、
消費税+8、人件費（時間外等）+1

人件費 +4 賃上げ等+4

合計 +25

343 324 341 333 350 

76 
76 

78 70 
71 

1 9
8

△ 1 △ 1

422 409 
428 

401 
420 

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

資金利益 役務取引等利益 その他業務利益

80.60% 80.30%

74.40%

76.60%

79.29%

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

59 65 64 64 74 
17 16 16 8 8 

73 64 59 57 59 

170 162 158 157 
162 

20 20 20 20 
29 

340 329 318 307
333

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

システム関連費用 預金保険料 その他物件費 人件費 税金

（億円）
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84 

105 

56 
40 43 

＋ 12

＋ 14

＋ 5

△ 3
△ 15

△ 28

△ 6

△ 38
△ 14

△ 10

個別貸倒引当金繰入額等 一般貸倒引当金 個別貸倒引当金取崩額

（億円）

（億円）

■信用コスト ■金融再生法開示債権

与信関係費用・不良債権（単体）

69 

113 

23 22 18 

信用コスト実額

• 信用コスト（△）は、個別貸倒引当金繰入等43億円（前期比+3億円）、個別貸倒引当金取崩△10億円（前期比+4億円）となったものの、一般貸倒

引当金繰入が15億円減少（前期比△11億円）したことにより、18億円計上（前期比△4億円）

• 金融再生法開示債権については、要管理債権、破産更生債権等は減少したものの、危険債権が292億円（前期比＋39億円）となったことにより増加し、

金融再生法開示債権比率は上昇するが、1.27％と低位で推移

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

0.82%

1.14%
1.30% 1.24% 1.27%

金融再生法開示債権比率

128 150 
175 184 175 

148 

261 
246 252 292 

50 

33 
68 57 

40 

327

445

490 494
508

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

破産更生債権等 危険債権 要管理債権
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22年度 23年度

通期 通期 増減

自己資本（Ａ) 1,787 1,720 △ 66

総資産額等

（リスクアセット）（Ｂ）
20,152 18,395 △ 1,757

自己資本比率（Ａ／Ｂ） 8.86% 9.35% 0.49%

22年度 23年度

通期 通期 増減

自己資本（Ａ) 1,892 1,827 △ 64

総資産額等

（リスクアセット）（Ｂ）
20,210 18,592 △ 1,618

自己資本比率（Ａ／Ｂ） 9.36% 9.83% 0.47%

■自己資本比率
（億円）

ＳＡ

自己資本比率（連結・単体）

ＦＩＲＢ

連 結

単 体

8.96%

9.28%

9.66%

9.36%

9.83%

8.71%

8.85%

9.13%

8.86%

9.35%

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

連結 単体

• 自己資本比率は、連結9.83％、単体9.35％（バーゼルⅢ国内基準）

• 2024年3月期より、信用リスク計測手法を「標準的手法（SA）※」から「基礎的内部格付手法（FIRB）※」に変更するとともにバーゼルⅢ最終化を適用

• FIRBへの移行により、信用リスク管理および自己資本管理を高度化し、経営の健全性確保および収益向上を図り、地域経済の発展に貢献するための円滑な

金融仲介機能を強化

Ｆ
Ｉ
Ｒ
Ｂ
へ
移
行

（億円）

※ 標準的手法：SA（Standard Approach）
※ 基礎的内部格付手法：FIRB（Foundation Internal Ratings Based Approach）
※ FIRBは、銀行内部の信用格付を用いて貸出資産等の信用リスクを計測し、より適切に「自己

資本比率」に反映させる手法
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16,181 
16,920 

14,000

15,500

17,000

18,500

FY2023 FY2024

8,427 

8,516 

8,300

8,350

8,400

8,450

8,500

FY2023 FY2024

7,192 

10,002 

4,000

5,500

7,000

8,500

10,000

FY2023 FY2024

4,982 

5,100 

4,800

4,900

5,000

5,100

FY2023 FY2024

※１ 顧客向けサービス業務利益
預貸金利益（貸出平残×預貸金利回り差）＋役務取引等利益－営業経費（経費+退職給付関連費用）

■事業性貸出平残

（億円）

■個人ローン平残

■有価証券平残 ■預かり資産残高

※２ 平均残高の略（日々の残高合計を対象日数で除したもの）

※１

※２ ※２

※２

2024年度業績予想（単体）

■単体
（億円）

• 2024年度は、人的資本投資を一層進めるとともにバンキング戦略や野村證券との提携準備等の成長投資を積極的に展開していくことで経費が大幅に増加

• 一方、事業性貸出における平残増加トレンド維持・利回り向上等による貸出金利息の増加と、円建債券を中心とした着実な残高の積上げにより資金利益は大幅

に伸張し、コア業務純益は前年度と同水準（88億円）を確保する見通し

23年度 24年度

実績 計画 前期比

経常収益 504 527 ＋ 23

コア業務粗利益 420 436 ＋ 15

資金利益 350 365 ＋ 14

貸出金利息 265 275 ＋ 9

有価証券利息配当金など 84 89 ＋ 5

役務取引等利益 71 75 ＋ 3

経費 333 348 ＋ 14

コア業務純益 87 88 ＋ 0

有価証券関係損益 4 0 △ 4

信用コスト（△） 18 19 ＋ 0

経常利益 79 74 △ 4

当期純利益 54 50 △ 3

0 △ 2 △ 3顧客向けサービス業務利益

（億円）

（億円） （億円）

+739

+89

+2,810
+118

東京+448
プロジェクトファイナンス+133

円建債券+2,766
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△ 46

67

44
52

47

△ 55

61

45

54
50

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024予想

連結 単体

■株主還元

中間配当

期末配当

株主還元
方針

当行は、銀行業務の公共性に鑑み、内部留保の充実による健全性確保を
基本に経営に取組んでまいります。
それを前提としたうえで、安定配当６円を基本とし、親会社株主に帰属する
当期純利益に対する配当性向30％を目安に、業績の成果に応じて弾力
的に株主の皆さまへの利益還元に努めてまいります。

（億円）■当期純利益

株主還元・配当予想
• 2023年度期末配当は、業績内容を総合的に勘案し、当初の予定通り3.5円（年間7.0円）を予定

• 2024年度配当予想は、成長投資による経費負担の増加により当期純利益ベースで減益計画となるものの、成長戦略は着実に進展していることから、株主還元

方針を踏まえ年間7.0円を予定

• また、機動的な資本政策の遂行による資本効率の向上を通じて、株主の皆さまへの利益還元を図ることを目的に、2024年5月14日開催の取締役会において、

取得価額の総額10億円を上限とした自己株式取得の実施を決定（取得期間：2024年5月15日～2024年6月21日）

2.0

4.0 3.5 3.5 3.5

3.0

3.0 3.5 3.5 3.5
5.0

7.0 7.0 7.0 7.0

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024予想

28.5%

39.2%
33.3% 33.6%

39.0%

配当性向(連結）

（円）

＜参考＞物件費（単体）の推移 （億円）

145
139

129

141

156

FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024（予想）
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主要勘定

（総預かり資産残高･貸出金残高･有価証券残高）
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32,706 34,806 35,995 36,728 37,480 

12,506 

14,113 
14,142 14,463 

15,244 

12,751 

12,475 12,098 10,850 
10,349 664 

897 1,015 1,003 
1,201 

2,989 

3,114 3,184 3,036 
3,143 

390 

399 404 523 
637 

715 

777 
1,053 1,258 

1,550 

62,724 

66,584 
67,893 67,863 

69,606 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

個人預金 法人預金 公金預金等 投資信託 生命保険 公共債 とうほう証券

総預かり資産残高（連結）

■総預かり資産残高（総預金＋預かり資産） （億円）

• 総預かり資産残高は6兆9,606億円（前期比+1,743億円）

• 総預金は、個人預金・法人預金が引き続き順調に推移し、6兆3,074億円に増加（前期比+1,031億円）

• 預かり資産は、投資信託の残高増加等により6,532億円に増加（前期比+711億円）

総預金

預かり資産

62,042

5,821
6,532

（+711）

63,074
（+1,031）

（前期比）

（+1,743）
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7,821 8,074 7,888 7,683 7,764 

2,501 2,463 2,378 2,332 2,359 

4,119 3,724 3,265 3,322 4,150 

1,157 1,566 
1,668 1,826 

1,907 

7,572 7,556 7,725 7,854 
7,905 

624 586 549 520 
521 

7,063 7,281 7,571 7,938 
8,099 

6,324 
8,220 

6,362 6,685 
6,263 

37,186 

39,474 

37,409 38,165 
38,972 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

事業性（県内） 事業性（県外） 事業性（東京） 事業性（ＰＦ） 個人ローン（住宅） 個人ローン（目的） 公共貸出 交付税特別会計貸出

貸出金残高（単体）

（億円）■貸出金残高（平残）

• 貸出金残高（平残）は3兆8,972億円（前期比+807億円）

• 県内における事業性貸出が増加したことに加え、東京における事業性貸出金残高を積上げ、公共貸出も福島県中心に残高が増加

（△422）

（+161）

（+1）

（+51）

（+80）

（+828）

（+26）

（+81）

（前期比）

（+807）
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（億円）

■有価証券残高 ■評価損益（億円）

有価証券残高（単体）

■円建債券平均残存年数

3.60 

6.19 

7.56 7.57 

5.46 

0

2

4

6

8

10

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

（年）

• 緩やかに金利上昇するなか、2～５年ゾーンの円建債券を中心に残高を積上げ、有価証券残高は前年度比＋3,129億円

• また、前期に評価損益の回復見込みのない投資信託や外債を処理し、ポートフォリオの入替を着実に進めたことにより、評価損益は大幅に改善

2,045 

3,204 
3,485 

4,023 

6,930 

153 

236 
67 

103 

113 

389 

434 409 

377 

512 

1,051 

1,078 
1,277 

1,143 

1,221 

3,639 

4,953 

5,239 

5,648 

8,777 

FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023

円建債券 外貨建債券 株式 投資信託等

時価 評価損益 時価 評価損益

投資信託等 1,143 △ 41 1,221 △ 12

株式 377 94 512 238

外貨建債券 103 △ 10 113 △ 16

円建債券 4,023 △ 74 6,930 △ 127

合計 5,648 △ 31 8,777 82

2023年3月末 2024年3月末

（+77）

（+135）
（+10）

（+2,906）

（前期比）

（+3,129）
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新長期経営計画「TX PLAN 2030」
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◆サステナビリティ経営、デジタル化、アライアンス戦略の促進

TUBASA基幹系ｼｽﾃﾑ移行完了
（店頭ﾀﾌﾞﾚｯﾄ・個人ﾎﾟｰﾀﾙ導入決定）

野村證券との金融商品仲介業務に
おける包括的業務提携に向けた
基本合意締結（23年8月）

コーポレートガバナンス高度化
（プライム市場移行）

前中期経営計画（とうほう「輝」プラン）の振り返り 2021～2023年度

連結
2021年度

実績
2022年度

実績
中計目標

(2023年度)

2023年度
実績

コア業務純益 122億円 100億円 100億円以上 93億円

ROE 3.50％ 2.33％ 2.8％以上 2.64％

コアOHR 73.1％ 76.3％ 78.0％以下 78.9％

当期純利益 67億円 44億円 55億円 52億円

⚫ 前中計では「地域・お客さまが輝く」「従業員が輝く」「当行が輝く」という３つの基本方針を掲げ各種施策を展開し、TX PLAN 2030「進化のステー
ジ」における成長の礎を築くことができた

⚫ 幅広いコンサルティングサービスの高度化へ向けた取組みが着実に図られた一方、収益面では県内の事業性貸出、個人ローン、預かり資産営業等に
一部課題が残る結果であり、「進化のステージ」ではこれら課題に対し重点的に取組んでいく

事業性貸出：残高ピーク更新・利回り上向き、計画達成も県内貸出が課題

個人ロ ー ン：Web対応が遅れフリーローンの目標残高未達

有 価 証 券：利息配当金が順調に伸びる一方、PEファンド出口案件減少

資金利益

預 か り 資 産 ：ＦＤ高度化、投資信託・信託関連の計画比下振れ

法人関連手数料：金融コンサルを中心に件数が伸び悩み

役務取引等利益

有価証券関係損益：2022年度は将来の安定収益確保に向け損失処理を

実施したが、2023年度は計画通り

信用コスト：コロナ禍や原材料高等の影響で信用コスト増加も、伴走支援に

努め個別貸倒引当金取崩額は相応の水準を確保

有価証券関係損益・信用コスト

２
０
２
３
年
度
（

中
計
目
標
比
）

営業体制の変革・
重点分野への再配置

サステナブルファイナンスを
通じた共創

総合コンサル体制による
新産業創出・産業育成

信用リスク管理高度化
（FIRBへの移行）

アライアンス戦略
（高付加価値サービス）

デジタル戦略
（店頭・非対面強化）

基本方針への取組み

◆幅広いコンサルティングサービスの高度化

計数目標面

Ⅰ．地域・お客さまが輝く （地域・お客さまへの恩返し）

とうほう地域
総研の伴走型
経営コンサル

東邦コンサルティング
パートナーズ設立による
事業承継・M&A業務

新規コンサル業務
（計画策定・人事制度・補助金申請等）

〔新たなコンサルティングの探索〕 〔既存コンサルティングを深化〕

Ⅱ．従業員が輝く （成長と活力）

◆自律・成長・挑戦を目的とした人事制度改訂・
多様な働き方改革

キャリア
申告制度

賃上げ・
初任給引上

ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ評価
360度評価

リファラル
採用

Ⅲ．当行が輝く （持続可能な経営体質）

2040年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ目標設定

サステナビリティ戦略推進課による
環境省との連携事業

「変革のステージ」から「進化のステージ」へ

（
中
計
目
標
比
）
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⚫ 当行は、東日本大震災からの復興への決意として制定したコーポレートメッセージ「すべてを地域のために」

を「パーパス」ととらえ、「地域社会に貢献する会社へ～金融サービスの枠を超えて～」を目指すべきビジョン

と定めました。

⚫ これらの「パーパス」・「ビジョン」を実現するために果たすべき使命として、「サステナビリティ宣言」における

「５つのマテリアリティ」（重要課題）に取組んでまいります。そして、役職員全員が持つ共通の行動指針・

価値観である5つの「バリューズ」に基づき、地域・お客さまのために汗を流します。

⚫ これら経営理念を実現するための計画として、長期経営計画 「TX PLAN 2030」を策定しました。

経営理念体系

すべてを地域のために
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「ＴＸ ＰＬＡＮ 2030」 コンセプト

✓ 人を表すピクトグラムは「東邦のＴ」を、交わる斜めの線が「変革のＸ」を表す
✓ 黄・ピンク・緑の線は、「変革」・「進化」・「共創」のステージを駆け上がるイメージを描く
✓ ５色のカラーリングは、当行のコーポレートカラーであり、多様性の尊重を意味する

こころ潤すふくしまの果てしなく拡がる澄んだ空と、透き通った海や湖、河川の色

こころやすらぐふくしまの、緑につつまれた美しく豊かな自然の色

こころやさしいふくしまの、歴史と伝統を誇る文化と豊かでしあわせな実りある暮らしの色

ふくしまに育まれてきた人々の情熱にあふれたいきいきとしたこころの色

未来へ向けたさらなる飛躍への活気に満ちたこころの色

◆ 新たな長期経営計画の名称を「ＴＸＰＬＡＮ ２０３０」（ＴＯＨＯ ＴＲＡＮＳＦＯＲＭＡＴＩＯＮ（Ｘ）

ＰＬＡＮ ２０３０） と定めました (呼称：ティー エックス プラン ニーマルサンマル)

◆ 現中計期間で取組んできた「変革」をさらに進め、当行が「進化」を果たし、地域・お客さまと新たな価値を「共創」

していくという決意を、３つの「Ｘ」に込めました

◆ 「地域社会貢献」＝「地域・お客さまとの価値共創」であるとの考えのもと、６年間の長期経営計画をスタートします

「Ｘ」に込められた３つの意味

変革＝ＴＲＡＮＳ（Ｘ）ＦＯＲＭＡＴＩＯＮ

進化＝ＥＸＰＡＮＳＩＯＮ

共創＝ＣＲＯＳＳ（Ｘ）

長期経営計画名称

「 ＴＸ ＰＬＡＮ ２０３０」

計 画 期 間

2024年4月～2030年3月
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デジタル戦略

アライアンス戦略

サステナビリティ経営

①人材不足への対応 ④創業・成長・経営支援

②脱炭素促進支援

③金融コンサルティング
（金融仲介機能発揮）

⑤事業性評価・有益情報提供

⑦ライフイベント・
サポート（ローン）

⑧資産形成・運用 ⑨相続・信託

資本政策
（株主還元・ＲＯＥ・ＰＢＲ）

営業体制・組織体制

人財育成 人財流動化への対応ＤＥ&Ｉ

⑩金融リテラシー向上（金融教室）

⑥
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
（
決
済
）

グループ戦略

「ＴＸ ＰＬＡＮ 2030」 戦略ＭＡＰ

〔2026年度計画〕コア業務純益115億円／連結ROE3.0％ ／コアOHR77.0％ 〔2029年度（最終年度）計画〕 コア業務純益185億円／連結ROE5.0％／コアOHR67.0％

ビ ジ ョ ン

進化のステージ（2024.4～2027.3） 共創のステージ（2027.4～2030.3）

お客さま１社１社の事業価値向上 お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくり

地域・お客さまとの

価値共創
Ⅰ

当行グループの

成長戦略
Ⅱ

基

本

方

針

法人コンサルティング

当行の企業価値向上

人的資本の充実

個人コンサルティング

経
営
理
念
（
抜
粋
）

ミ ッ シ ョ ン
（サステナビリティ宣言）

1.地域経済・社会の活性化 2.少子高齢化への対応 3.ＤＸの促進
4.多様な人財の躍動 5.脱炭素・ネイチャーポジティブ

Well-being

長 期 経 営 計 画

ガ
バ
ナ
ン
ス

地域経済の持続的成長を達成する１０TARGETS

地 域 社 会 に 貢 献 す る 会 社 へ
～ 金 融 サ ー ビ ス の 枠 を 超 え て ～

２
０
３
０
年
達
成

ＧＯＡＬ②ＧＯＡＬ①
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基本方針Ⅰ
地域・お客さまとの価値共創
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①人材不足への対応

②脱炭素促進支援

③金融コンサルティング

④創業・成長・経営支援

⑤事業性評価・有益情報提供

政府は2025年6月までにキャッシュレス比率４割程度を目指す。
キャッシュレス決済は消費者の利便性向上だけでなく、現金決済
に係るインフラコスト削減、業務効率化や人手不足の対応として
も有効であり、法人・個人に対して普及を促進していく。

⑦ライフイベント・サポート（ローン）

⑧資産形成・運用（預かり資産）

⑨相続・信託

⑩金融リテラシー向上

地域社会の持続可能性を高める10 TARGETS ①

少子高齢化を背景とした人材不足への対応は地域社会の最重
要課題。「人材紹介」はお客さまアンケートにおいても金融機関か
ら受けたいサービスの上位であり、人材ビジネスの充実が必要。ま
た、ＩＴ化による省力化にも注力。

⑥キャッシュレス

地球温暖化への対応として、脱炭素化への取組みは企業の
重要課題であり、新たなビジネスチャンス。サプライチェーンから
排除されるリスクも想定されるほか、当行のＳｃｏｐｅ３への
対策としても更に取組みを強化。

金融庁アンケートにおいて企業が受けたいサービスの第１位は
「各種支援制度の紹介や申請の支援（補助金に関する情報
提供）」。業界動向に関する情報のニーズも高い。お客さまに
必要な情報をタイムリーに提供できる体制構築が必要。

地域経済の活性化のためには、地域でイノベーションを創出すべ
く新たな取組みが必要。金融仲介機能を発揮することで企業の
成長を支えるとともに、経営改善支援・事業再生支援に取組む
ことが地域金融機関の使命。

事業性融資は第１成長ドライバとして当行の収益の柱。
お客さまが銀行に最も期待する役割は資金供給機能。多様な
調達手法をよりスピーディに提供するため、金融コンサルティング
の高度化に取組む。

自動車購入資金や教育資金、住宅取得資金など、お客さまの
ライフステージに応じたニーズに対応し、お客さまのゆたかな暮らし
づくりをサポート。また、消費活動を通じ地域経済の活性化にも
つながる。

政府は「資産所得倍増プラン」において「貯蓄から投資」に向けた
さまざまな施策を打ち出し、成長と資産所得の好循環の実現を
目指している。お客さまのゆたかな暮らしづくりの実現に向け、
個人コンサルティングの高度化に取組む。

高齢化社会の進展により、高齢者から将来世代への資産承継
ニーズは高まっている。専門性に磨きをかけ、お客さまの想いの
実現に向け、価値あるソリューションを提供していく。

「人生百年時代」を生きる上で、金融経済教育の普及は非常に
重要。当行は、将来の顧客基盤となる子どもたちへの金融教室
や、若年層～高齢層にかけてライフステージに応じた金融経済教
育活動を実施していく。

⚫ 地域社会の持続可能性を高める１０ＴＡＲＧＥＴＳを設定
⚫ １０ＴＡＲＧＥＴＳに取組み、地域・お客さまと新たな価値を共創することで、お客さま１社１社の事業価値向上と、

お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくりを実現
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地域社会の持続可能性を高める10 TARGETS ②
⚫ 成長マーケットを創出する10項目のTARGETSに取組み、２つのGOALS達成を目指す
⚫ 地域社会（法人・個人）のバランスシートを拡大し、利益を循環させることでお客さまとの価値共創を実現する

資産

所得倍増

固定資産

無形固定資産

有形固定資産

流動資産 流動負債

固定負債

純資産

〔 法 人 〕

売上（増加↑）

費用（圧縮↓）

〔Ｂ／Ｓ〕

利益

販路拡大

生産性向上

オフバランス資産（人的資本・情報など）

脱炭素・
省エネ設備投資
・IT導入での

新たな資金調達

〔 個 人 〕

負債

人材採用・育成

【増加↑】

資産形成・
運用

ローン

資産取得

住宅
（新築）
（ﾘﾌｫｰﾑ）

車

TARGET④

TARGET①⑥

TARGET②③

収入

支出

イベント
支出増

TARGET⑧

TARGET①

クレジット

収入増加

人件費【増加↑】

新ＮＩＳＡ・株式市場活性化

地域経済活性化

事業性評価TARGET⑤経営課題の把握

TARGET⑦

TARGET⑥

TARGET⑦

ソフトウェア

機械等設備

資産承継ニーズ・知的財産

生産性向上

TARGET①⑥

お客さま１社１社の事業価値向上 お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくりＧＯＡＬ① ＧＯＡＬ②

〔Ｐ／Ｌ〕

有益情報TARGET⑤

〔Ｂ／Ｓ〕

相続・信託TARGET⑨ 金融リテラシーTARGET⑩

①人材不足への対応 ②脱炭素促進支援 ③金融コンサルティング ④創業・成長・経営支援 ⑤事業性評価・有益情報提供
⑥キャッシュレス ⑦ライフイベント・サポート（ローン）⑧資産形成・運用（預かり資産） ⑨相続・信託 ⑩金融リテラシー向上

10TARGETS

TARGET③

金融コンサルティング

①サステナブルファイナンス ②グループ総合コンサルティング体制 ③アライアンスによる預かり資産業務高度化
※ドライビングフォース：計画全体を牽引する力

ドライビングフォース
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ＴＸ ＰＬＡＮ ２０３０

サステナブルファイナンスの対象を社会分野へ拡大するとともに、産業構造の育成・変革や地域のまちづくり、
インフラ整備に積極的に取組み、福島県の持続的な成長に貢献

・豊かな自然環境の創出 ・新たな産業創出 ・相双復興 ・円滑な事業承継 ・少子高齢化への対応
・サプライチェーンのサステナビリティ向上 ・生産性の向上 ・社会インフラの充実 ・伝統産業の発展

福 島 県 の 持 続 的 成 長

地域経済
の発展

収益拡大
サステナブル
ファイナンス

地域経済の発展と当行の成長を支える

“ドライビングフォース”

サステナブル
ファイナンス

1.5兆円

ドライビングフォース① サステナブルファイナンス

社会分野 3,000億円 New

環境分野 1兆2,000億円 拡大

福
島
県
が

抱
え
る
課
題

➢ 避難地域12町村の帰還環境の整備、生活環境の整備

➢ 復興を支えるインフラ等の環境整備

➢ 医療・介護・福祉サービスの再構築、医療関連産業

➢ 風評払拭、風化防止対策、地産地消

➢ 教育・人材育成、子育て環境の整備、教育環境の整備

➢ 交流人口の拡大

➢ 既存産業の振興

➢ 再生可能エネルギー、地球温暖化対策
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お客さまと価値を共創する

“グループ総合コンサルティング体制”

東邦カード
東邦クレジットサービス

東邦リース

当行グループにおける法人コンサルティング業務の企画・管理機能

ふくしまで最も信頼される「コンサルティングファーム」へ

脱炭素・省エネ支援 キャッシュレス化支援

加盟店業務
法人カード発行

東邦コンサルティング
パートナーズ
（ＴＣＰ）

とうほう
地域総合研究所

事業価値向上

東邦情報システム
（ＴＩＳ）

生産性向上

ITコンサル

専門家プラットフォーム 地場IT企業脱炭素コンソーシアム

金融コンサルティング 経営コンサルティング

東 邦 銀 行

ＴＡＲＧＥＴ②③ ＴＡＲＧＥＴ⑥ ＴＡＲＧＥＴ④ ＴＡＲＧＥＴ④⑤

<リサーチ事業>
シンクタンク
情報提供

<経営コンサル>
事業承継・M&A
人材紹介／経営支援
事業計画／人事制度
補助金申請

福島県の
産業創出・産業育成

ＴＡＲＧＥＴ①

総合コンサルティング 総合IT事業

リース
ファンドGP

連
携

脱炭素促進支援
金融コンサルティング

キャッシュレス 創業・成長・経営支援
創業・成長・経営支援

有益情報等
人材不足への対応

連
携

連
携

連携 連携 連携 連携

お客さまの
経営課題を解決

ドライビングフォース② グループ総合コンサルティング体制
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ドライビングフォース③ アライアンスによる預かり資産業務高度化

東邦銀行×野村證券

金融商品仲介業務における包括的業務提携(基本合意)

保険業務 法人資金運用

東邦銀行グループの強み 野村證券の強み

・地域・お客さまとの強いつながり
・蓄積した地域の情報
・地域における充実した店舗網

・金融商品取引に関するノウハウ
・多種多様な商品サービスラインナップ
・豊富な情報やコンサルティングツール

※2023年8月30日 金融商品仲介業務における包括的業務提携に関する基本合意書を締結
2024年度中の最終契約締結を目指し協議継続中

◆保障・年金・介護ニーズ等への
コンサルティング高度化

◆多様な資金運用ニーズ等への
コンサルティング高度化

信託業務

とうほう保険プラザ

デジタルサービス

新ＮＩＳＡ

銀 行 営 業 店

遺言信託

暦年贈与型信託

遺言代用信託

家族のきずな信託

遺産整理業務

「お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくり」に貢献

お客さま本位の業務運営
デジタルを活用した非対面サービス充実 対面コンサルティングの高度化

■営業拠点・職域等を通じた

より多くの方への資産形成サポート

■資産形成層の殖やすニーズへの
より便利なデジタルサービス提供

■資産形成層の備えるニーズへの
平準払保険活用したトータル提案

■大切なご家族へ資産を引継ぐ、
資産承継・相続コンサルティング
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人材採用
～集める～

人材定着
～根づく～

企業変革
～変える～

人材育成
～育てる～

ＴＡＲＧＥＴ① 人材不足への対応

地域企業東邦銀行 × 専門家×

新入
社員

新入社員研修から
階層別研修へ拡充

人材紹介サー ビスの展 開により
多様な人材（常勤・兼業・副業）
をお客さまにマッチング

課題の見える化

商材導入支援

ＩＴ活用提案
提案件数
6年間累計
1,400件

社員エンゲージメント向上

福利厚生の
充実

キャリアパスの
明確化

人材定着

総合人材コンサルティングを通じた、多様な人材の採用と

人材スキルアップ、地域企業の魅力・生産性の向上
お客さまへの提供価値

人材紹介・ITコンサル提案件数

６年間累計 3,200件
地域貢献 KPI

地域の持続的な成長・発展
人材活用支援

提案件数
6年間累計1,800件

2029年度2024年度

東邦情報システムとの連携により
ワンストップでＩＴ・ＤＸを活用し
たお客さまの生産性向上を支援

ＩＴ・ＤＸ活用支援

人事制度の策定や福利厚生の充実
により、社員が働きやすさや幸福を
実感できる会社づくりをサポート

人事制度・福利厚生

研修・教育サービスの高度化により
地域人材のスキルアップを支援

社内教育支援

若手
社員

管理職
経営層

人材不足
の解決
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ＴＡＲＧＥＴ② 脱炭素促進支援

脱炭素経営に関する伴走支援

を通じた企業価値向上
お客さまへの提供価値

A.温室効果ガス排出量算定済お客さま数 6年間累計2,100先

B.温室効果ガス排出量削減計画作成済お客さま数 6年間累計1,000先
地域貢献 KPI

背

景

お
客
さ
ま
の
脱
炭
素
促
進
支
援

お客さまの取組みフェーズに応じた支援内容

2050年
“ふくしま”の持続的な発展

競争力確保

企業価値向上

お客さまの持続的発展

◆異常気象による自然災害が発生し気候変動対応への重要性が高まる中、国および福島県では2050年までのカーボンニュートラルを宣言

◆当行は、金融・非金融の両面から、お客さまの脱炭素経営を伴走支援し、お客さまの持続的発展に貢献

• 情報提供(国際・地域動向等)

• 脱炭素経営の社内浸透

• 温室効果ガス排出量算定

• 主要削減ターゲットの特定

• 削減計画の策定

• 削減計画の実行

• 取組み内容のPR

STEP2 「測る」

STEP1 「知る」

STEP3 「減らす・発信する」

地球温暖化による気候変動問題

パリ協定（2015） : 1.5℃目標制定

日本（2020）：2050年CN宣言

福島県（2021） : 2050年CN宣言

お客さまのリスク・機会

サプライチェーンからの脱炭素化の要請、受注条件、上場企業のスコープ３開示義務化

カーボンプライシングの導入（炭素税、排出量取引制度、省エネ法規制等）

グリーン成長戦略（10年間で官民にて150兆円超の投資）

各フェーズに応じたサステナブルファイナンスを提供
環境分野サステナブルファイナンス目標：1.2兆円

（2021～2030年度累計）

自行
独自ローン

国際原則準拠
ローン

福島県全体の
カーボンニュートラル

実現へ
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ＴＡＲＧＥＴ③ 金融コンサルティング

お客さま１社１社の事業価値向上、地域の発展に向けた

金融仲介機能の発揮
お客さまへの提供価値

2029年度

事業性貸出平残 1.8兆円
地域貢献 KPI

持続可能な地域社会の実現と地域を支える収益力の両立への挑戦

持続可能な地域社会の実現に向けて

福島県
人口ビジョン

2040年人口150万人程度に維持

福島県
再生可能
エネルギービジョン

2040年再エネ100％を達成

福島県
総合計画
2022

地域産業の持続的発展。
2030年まで
製品出荷額等前年比+１％の増加目標

人材不足への対応

創業・成長・経営支援

脱炭素促進支援

金融コンサルティング
（金融仲介機能発揮）

事業性評価・有益情報提供

専門部署の新設により対応強化

プロジェクトファイナンス

アセットファイナンス

サステナブルファイナンス

ＬＢＯファイナンス
約800億円

約1,900億円

プロジェクトファイナンス残高

お客さまの多様化・

高度化する

ファイナンスニーズ

ファイナンスの高度化・深化

2018年度 2023度 2029年度

金融仲介機能の発揮により、
地域が抱える各種課題の解決に貢献

生産性向上、財務基盤強化に
向けた提案により貸出需要を創出

人手不足 ⇒ 機械化

財務強化 ⇒ 収益多角化

光熱費高騰 ⇒ 再エネ設備導入

生産性・効率性向上 ⇒ 技術革新

お
客
さ
ま
１
社
１
社
の
事
業
価
値
向
上地域を支える収益力の確立

成長マーケットへの営業強化

ファイナンスの高度化・深化

新分野のアセット開拓
新たな知見の獲得・福島県への還元

地
域
の
発
展

約2,700億円
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好循環

創業準備期 創業期 成長期 成熟期 再生期 第2成長期

ＴＡＲＧＥＴ④ 創業・成長・経営支援

企業ステージごとのお客さまニーズに応じた経営サポート

ライフサイクルの好循環による企業・地域経済の持続的発展
お客さまへの提供価値

創業、事業承継、Ｍ＆Ａ、経営支援

相談件数 ６年間累計10,700件
地域貢献 KPI

磨き上げ

事業化地域貢献

創業準備

•相談会

• ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ施
設連携

•創業支援塾
•行政・協力機関
との連携

•資金調達

•伴走支援
•地域内の連携
強化

⚫ 起業家同士の繋がり強化
⚫ 創業サイクル（好循環）を創出

現経営者 後継者

東邦銀行×東邦コンサルティングパートナーズ

事業価値

ステージ

円滑な事業承継

M&A 人材投資 IT・DX

事業 経営権 財産

企業の組織力強化
円滑な事業の引継ぎ

イノベーターの育成
“創業の地 ふくしま“の確立

地域の
起業マインド醸成

経営改善のお手伝い
成長に向けた価値創出

「創業の地 ふくしま」の確立

⚫ 地域企業の事業継続・雇用維持を後押し
⚫ 次世代に繋がる成長戦略をサポート

地域企業の永続・成長

⚫ 計画策定を通じた事業・財務再構築を支援
⚫ 経営支援人材を育成し、地域経済の持続的発展

に貢献

事業者と地域経済の活力向上

経営改善
支援

事業
再構築

事業再生
転廃業支援

財務
再構築

人材育成
リソース創出

企業の
経営安定

地域経済の
活性化

地域経済の
持続的発展

ライフサイクルの好循環
地域経済の持続的発展

創業支援件数累計5,000件 相談件数累計5,400件

事業価値向上・成長戦略

支援件数累計300件
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ＴＡＲＧＥＴ⑤ 事業性評価・有益情報提供

事業性評価と有益情報提供を通じてお客さまの真の経営課題抽出し、

課題解決に資するより高度なソリューションを提供
お客さまへの提供価値

事業性評価実施件数

６年間累計 5,000件
地域貢献 KPI

2 n d   S T E P1 s t    S T E P

事業性評価 各種TARGETの展開
GOAL

◆新たな「事業性評価」と「有益情報提供」の仕組み

の構築により属人的なスキルへの依存から脱却し、

お客さまの経営課題を把握し、ニーズを深掘り

◆事業性評価により潜在ニーズを捉えたグループ総合

ソリューションを展開

事業性評価

有益情報提供

人材不足への対応

脱炭素促進支援

金融コンサルティング

創業・成長・経営支援

キャッシュレス（決済）

TARGET①

TARGET②

TARGET③

TARGET④

TARGET⑥

真
の
課
題
抽
出

TARGET⑤

付加価値を提供
金利競争に陥らない

付加価値営業

お客さまの事業価値向上を志向した事業性評価と有益情報提供戦略

＼CO2排出量削減が課題／ ＼生産性向上が課題／

CO2 お客さま
１社１社の
事業価値

向上
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ＴＡＲＧＥＴ⑥ キャッシュレス（決済）

キャッシュレスサービスを通じたお客さまへの利便性

提供により、地域経済（社会課題の解決）に貢献
お客さまへの提供価値

2029年度

カード決済額 940億円（グループ合算1,165億円）
地域貢献 KPI

【ニーズ】キャッシュレスの利便性を実感したい

お客さま（個人）

【当行グループキャッシュレス関連サービス】 【Always（デビットカード）の魅力】

法人カード 内 容

業務効率化 都度振込や領収書精算事務等の効率化

ガバナンス強化 利用明細による経費内容の厳正化

コスト削減 振込手数料等の削減

キャッシュフロー改善 現金不足時の急遽の仕入れ等に対応

加盟店 内 容

キャッシュレス
ニーズへの対応

キャッシュレス利用ニーズへの対応に
よる売上増加が期待

業務効率化・
人手不足対応

販売業務などの効率化による人手不足
への対応

現金保有
リスク削減

現金保有減少による不正・犯罪防止等
への対応

データ連携・
デジタル化

決済データの活用による販促強化

公衆衛生への対応 現金による接触リスク等の縮小

業務効率化・人手不足解消

① キャッシュレスの普及拡大は地域金融機関の大きな使命。当行はお客さまのニーズに応じた各種キャッシュレスサービスを提供

② 個人のお客さま → デビットカードをキャッシュレス体験の入口商品に位置付け、キャッシュレスの利便性を実感

③ 法人のお客さま → 法人カード導入や加盟店加入を通じて、業務効率化・人材不足解消等の課題を解決

【ニーズ】業務を効率化したい・人手不足を解消したい

個人ポータルアプリ

や 店 頭 タ ブ レ ッ ト

導入により申込方

法を拡大

お客さま（法人）

給与振込
振込

口座振替

Always
クレジット

カード

コード決済
（当行口座からの

チャージ）

Always
デビット
カード

預金
口座

グ ル ー プ 会 社 と の

連 携 強 化 に よ り

キャッシュレスサービス

の浸透を促進

給与振込
元受

口座振替
（回収）

口座振替
（経費）

加盟店

振込

キャッシュレスサービス提供により地域経済
（社会課題の解決）へ貢献

【法人カード・加盟店の魅力】

利便性向上ご提供キャッシュレス関連サービス

対象年齢満15歳以上 残高からの即時決済（預金の範囲内）

チャージ不要 タッチ決済 原則全員発行（与信審査なし）

ポイント還元
利用通知メール

県内本店の金融機関では当行のみ
ブランドデビットカード（JCB）を取扱い

当行グループ

法人
カード

※法人カード、加盟店業務は東邦カード・東邦クレジットサービスが取り扱っております。
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ＴＡＲＧＥＴ⑦ ライフイベント・サポート（ローン）

ライフイベントに応じた適切な資金提供により、

お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくりを実現
お客さまへの提供価値

2029年度

住宅ローン・一般消費者ローン実行件数 12,000件
地域貢献 KPI

社会環境の変化

住宅価格高騰 20代からの
住宅取得

世帯の多様化
(共働き、独身)

セカンドライフ
充実

空き家の増加

省エネ志向

お客さまの
ライフプランに
沿った商品・
サービス拡充

お客さま
一人ひとりに

合わせたご提案

ローン
専門店

<住宅ローン>

安心して暮らせる社会づくり カーボンニュートラル社会実現

リバースモーゲージ創設

ハウスキーパー
紹介

空き家
利活用ローン

ＳＤＧｓ
住宅ローン

長期返済
ローン拡充

モデル
高度化

お客さまの変化・ニーズ ニーズへの対応（当行）

毎月のローン返済を
軽くしたい

リフォーム・リノベーション
したい

将来、自宅を残す
必要がない

自宅のメンテナンスが
大変

社会環境の変化

生活様式変化

物価上昇

チャネル多様化

デジタル活用による
チャネル・商品

ラインナップ充実

安心してお借入れ
いただける

ローンの提供

非対面
チャネル

<一般消費者ローン>

デジタル活用によるスマート社会 金融・サービス（モノ）の融合

お客さまサポート体制
充実

操作性向上
（UI/UX）

販売時金融
（BaaS）

ＷＥＢ完結
ローン拡充

アプリローン
創設

マーケ
ティング
充実

お客さまの変化・ニーズ ニーズへの対応（当行）

価値共創

価値共創

スマホで手続き

最適なサービス

安 心

銀行に行く時間がない

物品購入時にワンストップ
でローン手続きしたい

万一のサポートも
心配
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ＴＡＲＧＥＴ⑧ 資産形成・運用（預かり資産）

• 付加価値の高い「金融サービス」「有益情報」提供

• 対面相談でゆとり感と充実感、デジタルで感動体験
お客さまへの提供価値

2029年度

預かり資産残高 1.1兆円
地域貢献 KPI

東邦銀行×野村證券

金融商品仲介業務における包括的業務提携(基本合意)

保険業務 法人資金運用

東邦銀行グループの強み 野村證券の強み

・地域・お客さまとの強いつながり
・蓄積した地域の情報
・地域における充実した店舗網

・金融商品取引に関するノウハウ
・多種多様な商品サービスラインナップ
・豊富な情報やコンサルティングツール

※2023年8月30日 金融商品仲介業務における包括的業務提携に関する基本合意書を締結
2024年度中の最終契約締結を目指し協議継続中

◆保障・年金・介護ニーズ等への
コンサルティング高度化

◆多様な資金運用ニーズ等への
コンサルティング高度化

信託業務

とうほう保険プラザ

デジタルサービス

新ＮＩＳＡ

将来のための資産形成

銀行営業店

万一のための保障 インフレ下の資産防衛 老後資金を殖やす 次世代への資産移転

給与収入
退職金

年金受給

ライフステージ

資
産
推
移

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト

遺言信託

暦年贈与型信託

遺言代用信託

家族のきずな信託

遺産整理業務

資産所得倍増計画 ライフスタイル多様化 国内外の物価上昇 人生100年時代 円滑な資産承継

「お客さま一人ひとりのゆたかな暮らしづくり」に貢献

お客さま本位の業務運営デジタルを活用した非対面サービス充実 対面コンサルティングの高度化

￥

■営業拠点・職域等を通じた

より多くの方への資産形成サポート

■資産形成層の 殖やすニーズへの
より便利なデジタルサービス提供

■資産形成層の備えるニーズへの
平準払保険活用したトータル提案

■大切なご家族へ資産を引継ぐ、
資産承継・相続コンサルティング
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ＴＡＲＧＥＴ⑨ 相続・信託

資産承継コンサルティングを通じ、お客さまの

お悩みを解消することで「安心感」と「満足感」を提供
お客さまへの提供価値

2029年度

遺言信託申込件数 210件
地域貢献 KPI

配偶者の高齢化

相続手続きが煩雑

税金

争族にならないか

認知機能低下

ペーパーレス化でお客さまのご負担軽減・
資産承継コンサルティングの高度化・ソリューションの拡充

とうほう遺言信託

とうほう遺産整理業務

とうほう遺言代用信託

とうほう家族のきずな信託

とうほう暦年贈与型信託

相続診断シミュレーションシ

ステムやFNタブレットなどで

パーソナライズした最適な資

産承継プランを提供

預かり資産・TCPなど

社
会
環
境
の
変
化

財産を渡す方の不安

『地域・お客さまとの価値共創』

『財産を受取る方』
資産運用、ローン、保険など提案
（車・結婚・教育・住宅など）

＜資産承継と次世代へのコンサルティング＞

『財産を渡す方』

遺言書を作るお手伝いが
本当に有りがたかったです。
自分の全財産が一覧表とな
り、保険の見直しもできて、
「大変嬉しい!」の一言です。

自分の一生の記録である
「財産」のゆくえをしっか
りと決定できるのは、終活
する上で大変心強いサポー
トだと思いました。

65歳

75歳

「とうほう遺言信託」ご利用のお客さまの声

個
別
相
談
会
・
相
続
遺
言
セ
ミ
ナ
ー

豊
か
な
セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
を
実
現

相続手続き

介護

財産把握

税金

認知機能低下

財産を受ける方の不安

88歳

遺言信託を利用して、大切
な家族に感謝の気持ちを伝
えたいと思いました。

福島県要介護１～５の認定者数（推移と推計）遺産分割事件の件数・相続税贈与税課税状況福島県の総人口と高齢者数の推移

出典：「国税庁統計年報」「司法統計年報」「福島県高齢者福祉計画」より作成
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ＴＡＲＧＥＴ⑩ 金融リテラシー向上

幅広い世代への金融教育の実践を通じ、お客さまの

ゆたかな暮らしづくりのベースとなるナレッジを共有する
お客さまへの提供価値

金融経済教育参加人数

６年間累計 5.4万人以上
地域貢献 KPI

＜ゆたかな暮らしづくりに向けた学びの機会の提供＞

小学生・中学生・高校生 大学生 若手社会人・一般社会人 シニア

金融リテラシー向上によるお客さまのゆたかな暮らしづくりのお手伝い

世
代
別
テ
ー
マ

当行の強み⇒金融教育×コンサルティング

TARGET⑥

TARGET⑦

TARGET⑧

TARGET⑨

資
産
推
移

ライフステージ

通常の金融資産推移
イメージ

オートローン

住宅ローン

クレジットカード
デビットカード

投資信託
ＮＩＳＡ
生命保険

相続・信託

遺す資産

10代 20代 60代50代30代 40代 70代 80代

機

会

金融教室・職場体験・エコノミクス甲子園 寄付講座 等 職域セミナー・資産運用セミナー 等 相続・遺言信託セミナー 等

金融・経済の仕組みを学ぶ（ベース）

生活設計・家計管理の仕方・必要性

キャシュレス（デビットカード・クレジットカード）の仕組み・利便性

ローン・資産運用の仕組み

金融犯罪に対する予防知識

相続の仕組み

￥
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基本方針Ⅱ
当行グループの成長戦略
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デジタル戦略投資

当行グループの成長戦略① 成長戦略の全体像

成
長
ド
ラ
イ
バ

人
的
資
本

投
資

自
己
資
本

蓄
積

ス
ト
ッ
ク
収
益

フ
ロ
ー
収
益

新
た
な
収
益

株
主
還
元

成
長
投
資

環
境
投
資

成長ドライバの土台 人的資本の充実=営業・組織体制

野村證券との包括的業務提携による
預かり資産サービスの高度化

グループ各社の事業を含む幅広いコンサルティング分野

事業化に向けて深化・探索するコンサルティング分野

進化のステージ 共創のステージ

グループ総合コンサルティング

金融コンサルティング強化
（ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ・PF等）

福島イノベ構想・F-REIとの包括連携協定
（専担部署「相双新産業推進室」新設）

4.7兆円

役務取引等利益
2023年度比25％増加

(預かり資産＋15億円)
(法人関連 ＋5億円)

コアビジネス

Ｒ
Ｏ
Ｅ
向
上

Ｒ
Ｏ
Ａ
向
上

アライアンスによる共創

新たなITコンサルへの取組み
（TISの銀行業高度化等会社への転換）

第3

成
長
ド
ラ
イ
バ

第2 地場ＩＴ企業との連携･共創

成
長
ド
ラ
イ
バ

第1

預かり資産

リース資産・法人キャッシュレス決済

コアビジネス

リース資産・法人キャッシュレス決済

預かり資産 1.1兆円

貸出金（事業性・ローン・公共貸）

+有価証券

5.0兆円
（2023年度比＋1.0兆円）

※F-REI：福島国際研究教育機構

会津モデルの普及促進とデジタル地域共創 地域デジタル共創による社会構築

貸出金（事業性・ローン・公共貸）

+有価証券

4.8兆円
（2023年度比＋0.8兆円）
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内部留保の充実による健全性確保を基
本に経営に取組み

安定配当６円を基本とし、

配当性向30％を目安に、

業績の成果に応じて弾力的に利益還元

2%台 5%以上80% 67%

当行グループの成長戦略② 企業価値向上に向けた３本柱

2029年度
計数計画

連結ＲＯＥ連結コアＯＨＲ

想定35億円程度

ベースアップ・時給アップ

初任給見直し

55歳以上給与・賞与見直し

積極的なキャリア採用

研修機会の拡大・充実

全 層

ベテラン層

専門人財

人財育成

若年層

地域社会に貢献できる人財の獲得・定着

経営戦略を支える人財の育成

人的資本投資

株主還元の充実

成長への投資を確実に増益に繋げ、
健全性確保のうえ株主還元を充実

株 主 還 元

想定100億円程度

環 境 投 資

サステナブル経営（店舗・設備・車両他）

デジタル投資・営業体制変革

店頭タブレットの導入
遠隔操作システム導入
スマホアプリの導入 等

成長・環境投資

アライアンス関連投資

野村證券との包括的業務提携

● 成長投資として、TSUBASAアライアンス（※）によるデジタル投資、預かり資産業務の高度化を見据えた野村證券との
包括的業務提携により営業体制を大きく変革

● 人的資本の充実こそが企業価値向上のベースであるとの考えのもと、人件費・研修費を引き上げることで、地域社会に
貢献する人財のスキル向上と更なるモチベーション向上を図る。これらの投資を通じ収益力を強化し、計数計画を達成する

● そして、得られた収益を株主配当の充実や環境投資に還元することで、当行の更なる企業価値向上を図っていく

※TSUBASAアライアンス：各都道府県のトップ地銀１０行による国内最大規模の広域連携の枠組み

80億円台 185億円

連結コア業務純益 連結当期純利益

50億円台 110億円
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ＰＢＲ改善に向けた取組み① ロジックツリー

資本コスト 5.0%程度
（CAPM算定値）

TXPLAN2030の計画期間で
ROE５％以上の水準を目指し、
次なる計画期間で更なるROE向
上を図る

RORA
改善

PBR
改善

ROE
向上

PER
向上 資本コスト

抑制

期待成長率
向上

情報開示の充実 株主・投資家との積極的な対話

サステナビリティ経営の実践

10TARGETSの取組み ⇒ 基盤とする地域経済の持続的成長

人的資本の充実

企業の成長を支える人財の充実

⚫ 着実に増益を図り、確りと株主へ還元

⚫ 健全性を確保し、RORAを意識した良質な
アセットの積上げ

⚫ 政策投資株式の縮減

当期純利益

リスクアセット

財務レバレッジ
コントロール

リスクアセット

純資産

⚫ ストック収益の向上
⚫ コンサルティング力の強化
⚫ グループ総合力の強化
⚫ 信用リスクコントロールの高度化

最終年度計画

5.0％以上

輝きプラン

3%

5%

ROE

収益性向上

リスクアセット
コントロール

株主還元の充実

人財育成 ＤＥ＆Ｉ
人財流動化
への対応

Well-being
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ＰＢＲ改善に向けた取組み② 期待成長率の向上・資本コストの抑制

10TARGETSの取組みを通じて成長マーケットを創出（地域・お客さまとの価値共創）

サステナビリティ経営の実践

業績の不確実性の低減

株主のすそ野拡大

地域の環境課題への取組み
サステナブルファイナンスの目標見直し

2040年度カーボンニュートラルに向けた取組み

情報開示の充実
ＩＲ（※）・ＳＲの取組み強化

※2024年よりラージミーティングの取組み開始

地域ＩＲの取組み強化 ⇒ 地元株主の拡大

お客さまの１社１社の事業価値向上
売上・利益の拡大

新たな設備の導入・成長投資
円滑な事業承継 起業の拡大

お客さま一人ひとりの豊かなくらしづくり
金融資産所得の倍増

資産（住宅・車等）の取得
決済の利便性向上

経済規模の拡大

貸出市場の拡大

事業者の維持・増加

資産運用機運の拡大

新たな決済市場の創出

ローン市場の拡大

２Goals 地域経済の活性化
地
域
と
共
に
成
長

NO. 1 人材不足への対応

NO. 2 脱炭素支援

NO. 3 金融コンサルティング

NO. 4 創業・成長・経営支援

NO. 5 事業性評価・有益情報

NO. 6 キャッシュレス（決済）

NO. 7 ライフイベント・サポート（ローン）

NO. 8 資産形成・運用（預かり資産）

NO. 9 相続・信託

NO.10 金融リテラシー向上

10TARGETS

地域（法人・個人）のＢ/Ｓを拡大

株主資本コスト
の抑制

期待成長率向上

資本コストの抑制
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2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

コア業務粗利益 経費 当期純利益

当
期
純
利
益
（
右
軸
）

計数計画の概要① 主要計数計画

115億円

60億円

コア業務純益

当期純利益

93億円

52億円

3.0％ROE 2.64％

77.0％コアOHR 78.9％

連結 2023年度実績 2026年度計画 2029年度計画

185億円

110億円

5.0％

67.0％

◆2023年度に基幹系システムの移行を完了し一定期間、償
却負担が増加

◆2024年度以降においても成長投資を継続し経費増加を見
込むが、有価証券残高積上げによる安定したストック収益の
増加と新たな営業体制構築等の投資効果が顕在化するこ
とで2027年以降、収益性が向上し当期純利益が伸長

◆最終年度である2029年度の当期純利益は100億円を超
える水準を計画

＜６年間累計 成長投資＞

●デジタル投資・店舗構造改革
（店頭タブレット・遠隔操作システム・スマホアプリ 等）
●アライアンス関連投資
●環境投資（店舗設備関連）
●人的資本への投資

ポイント

想定投資額：135億円程度

成長投資による
当期純利益伸長効果

コ
ア
業
務
粗
利
益
・
経
費
（
左
軸
）

コア業務粗利益

経費
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計数計画の概要② 計数計画サマリー

2023年度

2029年度

52

▲36

▲22

110

連結当期純利益
（単位：億円）

⚫ 第１成長ドライバである貸出金および有価証券の残高を積上げ、ストック収益の飛躍的向上を図るとともに、新たな営業体制
によりコンサルティング力およびグループ総合力の強化を図ることでトップラインを大幅に伸長

⚫ また、事業性貸出の増加を見据えた信用リスクのコントロール徹底により確実に最終利益を確保し、2029年度当期純利益は
100億円台（ROE5.0％台）の水準を目指す

第１成長ドライバ：ストック収益
第２成長ドライバ：フロー収益

預かり資産の積み上げイメージ

預
か
り
資
産

（
残
高
）

（単位：千億円）

6.5

11.0
野村證券との包括的業務提携により
多様な商品、専門性の高いサービスを
提供することで預かり資産残高積上げ

提携前 提携後

ストック
収益の向上

コンサル
ティング力

の強化

グループ
総合力
の強化

信用リスク
コントロール

の高度化

人物件費

その他
（税金等）

＋102

＋16
＋6

▲8

7,764 8,082 

2,359 2,815 

4,150 
5,068 

1,907 

2,662 

FY2023 FY2029

16,181

第１成長ドライバの積み上げイメージ

7,905 
9,192 

521 

660 

FY2023 FY2029

8,427
9,852

4,608 

10,214 
2,584 

3,687 

FY2023 FY2029

7,192

13,902

（単位：億円）

国債 5Ｙ

国債 10Ｙ

ＳＷＡＰ 5Ｙ

ＳＷＡＰ 10Ｙ

0.30％

0.70％

0.40％

0.80％

0.30％

0.70％

0.60％

1.00％

2023年度 2029年度

事業性融資（平残） 個人ローン（平残） 有価証券（平残） 金利の前提条件

県内

県外

東京

PF

18,628

住宅

一般消費

※取得原価ベース

ベースポート

ダイナミック
ポート
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計数計画の概要③ ストック収益の向上

■運用残高（平残）

■預金残高（平残）

■2029年度収益計画

• 当行の強みである潤沢な預金をより効率的に運用していくため、相対的に利回りの低い交付税貸出および日銀預け金の残高を段階的に引下げ、ストック収益の

柱となる事業性貸出および有価証券の残高を積上げていく計画

（億円）

（億円）

公
共
貸
出

預
け
金
等

預
金
（
△
）

26
33

43

FY2023 FY2026 FY2029

26

14 12

FY2023 FY2026 FY2029

2

14 15

FY2023 FY2026 FY2029

（億円）

+17億円

（2023年度比）

△14億円

（2023年度比）

+12億円

（2023年度比）

福島県への貸出を中心に
残高積上げ

（億円）

（億円）

日銀預け金減少

預金利息支払額の増加

事
業
性
貸
出

+49億円

（2023年度比）

個
人
ロ
ー
ン

+6億円

（2023年度比）

有
価
証
券
利
息
配
当
金

+55億円

（2023年度比）

（億円）

円建債券の着実な積上げ

住宅ローン利回り低下を
残高でカバー

81 88 95 

20 25 29 16 
30 

33 
18 

23 
27 

136

167
186

FY2023 FY2026 FY2029

県内 県外 東京 PF

（億円）

（億円）

うち東京貸出・PFの増強
（2023年度比+25億円）

※ 金利上昇により円建債券中
心にシフト

（23比）

（△8,254）

（+6,709）

（+2,446）

（△5,796）

（△104）

（+1,425）

※ 金利上昇により円建債券中
心にシフト

77 72 76 

25 29 33 

103 101 
109 

FY2023 FY2026 FY2029

一般消費性ローン

住宅ローン

14
36

56
45

54

58
59

91

115

FY2023 FY2026 FY2029

ダイナミックポート

ベースポート

16,181 17,887 18,627 

8,427 8,870 9,852 
8,099 7,854 7,995 
7,192 

13,270 13,901 6,263 
1,099 467 

20,287 13,759 12,033 

66,452 
62,739 62,875 

FY2023 FY2026 FY2029

事業性貸出 個人ローン 公共貸出

有価証券 交付税貸出 日銀預け金等

37,099 38,375 39,768 

15,224 14,788 14,560 

9,575 8,589 7,561 

61,900 61,753 61,890 

FY2023 FY2026 FY2029

個人預金 法人預金 公金預金等
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計数計画の概要④ 人的資本投資および成長投資

■人件費の推移 （億円） うち人的資本投資（人件費）

■物件費＋税金の推移
（億円）

TXPLAN2030において以下の積極的な人的資本投資を実施。

• デジタル投資・営業体制変革
（店頭タブレット・遠隔操作システム・

スマホアプリ 等）
• アライアンス関連投資
• 環境投資（店舗設備関連）

うち成長投資関連コスト（経費+減価償却費）

• 継続的にベアを実施

• 業績に応じた賞与水準の適時見直し

• 安定的な新卒採用に向けた初任給見直し

• ベテラン層の更なる活躍、モチベーション向上の

ための処遇改善

• 人員構成の変化による総人員数の減少を想

定しているなか、計画期間中の人件費は15％

程度増加

4 

11 

14 
16 

17 17 

2024 2025 2026 2027 2028 2029

（億円）

うち基幹系システム移行に伴う減価償却費

基幹系システム関連コストは、

TSUBASA基幹系システム共同化後

償却負担が増加するが、24年度、

25年度の13億円をピークに減少に転じ、

29年度では7億円まで減少

12 
13 13 12 12 

11 

7 

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

（億円）

人件費6年累計26億円

人的資本投資のイメージ

162

170

185 185 186 187 189

FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029

36 32 32 32 31 30 26 

8 8 8 8 8 8 8 

97 115 124 126 129 127 125 

29 
21 

21 21 21 28 
21 

170 
177 

185 187 191 195 
181 

FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029

基幹系システム関連コスト 預金保険料 その他物件費 税金
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計数計画の概要⑤ 有価証券運用の現状

現状 ピーク比 課題

平残 7,200億円 ▲9,000億円 預証率▲17％
• 国債、地方債等の安定収益資産の落込みが大きい

• 収益をカバーしているその他資産は変動幅大きく不安定

• 預け金や交付税貸出などの利回りゼロ資産の収益化

• 資産毎の投資目的・リスクを整理しビジョンを描く
利息 59億円 ▲50億円 利回り＋0.2％

⚫ ポートフォリオは大きく縮小。足元は収益変動の大きいその他資産(投信やプライベートエクイティ)で利息を得る状況。

97 96
93

101
107

109 116
112

86
55

41
58 64

5930

10

38 39 43 57

22 17
25

49
-14

-3 -10
4

-50

0

50

100

11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

◆損益（億円）

利息（調達コスト考慮前） 売買損益

0

5,000

10,000

15,000

11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

◆有価証券残高（億円/時価）
国債 地方債・公社債 事業債等 その他 株式17,059

9,536
8,790

3,640
利回り 0.65%
預証率 30.6%

利回り 0.82%
預証率 13.8%

11,165

13,410
14,914 15,402

11,997

5,750
4,954 5,648

15,297

交付税特会
0.62

国内コア
貸出金
3.31

預け金
1.75

有価証券
1.70

国内コア
貸出金
2.66

預け金
1.37

預金

5.55

預金

6.30

有価証券
0.87

預貸
ギャップ

2.99
預貸

ギャップ

2.88

2015/3末 2024/3末

資金運用資産・調達の変化

➢ 2016年マイナス金利政策導入と
急激な有価証券残高の圧縮で、
預け金や交付税特会向け貸出が増加

兆円

利回り
0%5,239
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計数計画の概要⑥ 有価証券運用の目指す姿（ビジョン）

国債

地方債

公社債

ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
ポ
ー
ト

事業債

ベ
ー
ス
ポ
ー
ト

収入
36億円

平残
4,600
億円

利回り0.3%

利回り1.4%

資産クラス

外貨建債券

株式・投信

ＲＥＩＴ

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄｴｸｲﾃｨ

現状(2024年3月)

7,200億円

利回り 0.7％

収入 50億円

将来目指す姿

利回り0.7%

収入
70億円

利回り
1.6%＋α

1兆3～4千億円

利回り 1.0％

収入100億円超

平残
1兆円

平残
2,600
億円

利回り

ボリューム

アロケー
ション

1.6%＋α
現状程度、ベースポートを超える
収益

現状程度、横這い
市場金利やリスク状況に応じ
±500億円程度で柔軟に入替

資産クラス・銘柄・投資時期
・ リスク等の分散

有価証券
全体

収入
14
億円

⚫ 資金効率を改善し経済成長を享受できるようガイダンスを設定し、将来像の実現を目指す。

ガイダンス

＞ GDP成長率0.6％
（過去10年）

利回り１％

→ 預証率引上げ＋10％
＝ 交付税6,000億円/6兆円

預証率20％

利回り

ボリューム

アロケー
ション

0.7%
預金等原価0.5％程度を
超える投資目線

6,000億円積上げ
利回りゼロ％程度の交付税
約6,000億円の資金効率アップ

時間分散・年限分散
ラダー型ポートの構築

平残
3,000
～

4,000
億円

市場環境
に応じた
運用戦略

収入
50億円

投資スタンス

リスクや特性等に

応じて２分した

ポートフォリオを構築

① 一時的評価損は
許容（期日元本
棄損無し

② 安定収益の確保

③ 収益のブレが少な
いラダー型ポート
の構築

① 各リスクの許容限
度額資本配賦を
勘案）

② リターン追求（投
資効率の向上）

③ 決算影響の極小
化のため 資産・戦
略・時間分散

※ 調達コスト控除後
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キャピタルアロケーション
自己資本比率増減
FIRBベース各重点戦略の展開により着実に利益の積上げを図り、自己

資本比率10％程度を目安に十分に健全性を確保するとと
もに、更なる成長に向けたリスクテイク、株主還元の充実を
図り、一層の企業価値向上を目指す

自己資本比率の適切なコントロール
FIRB体制下、10％程度を目安に十分に健全性を確保

成長

還元

着実な利益の積上げ

更なる成長に向けたリスクテイク

株主還元の充実

累積利益 420億円

リスクテイク 300億円 (ＲＷＡ換算:3000億円)

累計配当額 140億円

１

2

3

各アセットの積上計画

2024.3

最終年度
ＲＷＡ

19,000事業性融資
（除く東京）

事業性融資
（東京）

プロジェクトファイナンス

個人ローン

有価証券

エリア制導入等による営業体
制強化を図り、県内シェアを
着実に増加させるとともに、県
外主要都市での営業強化し
残高積上げ

需要が底堅く金利感応
度が高い東京マーケットの
残高積上げを図り、安定
した収益源を構築

再エネ、不動産案件を中心にアレンジ
案件及び参加案件両面でアセットを
積上げるとともに、リスクリターンを勘案
しながら新分野のアセット開拓を図る

適切なリスクテイクを図りながら、県内
マーケットのシェアアップと、県外におけ
る成長エリアのローン残高を積上げ

有価証券残高1兆２～３千億円、
利回り1.0％を目指し、国債公共債
を中心とするベースポート、事業債、
株式等で構成するダイナミックポート
に分けてポートフォリオを構築

＋400
＋200

＋800

+400

+1200

中計開始時
ＲＷＡ※
16,000

2030.3

（単位：億円）

10％ライン

累積利益
リスクアセット

積上

2024.3 2030.3

１
2

3

9％程度

株主還元

10％
以上

リスクアセット積上
3千億円

10％後半

移行措置2年経過後

※資本フロア調整額除く
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※有価証券部門：RORA 1.6％程度
金利リスク等の適切なコントロールにより、安定的な収益を確保できる
ポートフォリオを構築

プロジェクト
ファイナンス

事業性貸出
（東京）

個人ローン

セグメント営業利益RORA（％）

行
員
一
人
あ
た
り
コ
ア
業
務
粗
利
益
（
百
万
円
）

10%未満

2022.3

TXPLAN2030の計画期間中に政策保有株式の
連結純資産比率（時価ベース）10％未満を目指す

地域金融機関として取引先との安定的・長期的な取引関係の構築
事業戦略上の協力関係展開・強化など、当行の中長期的な企業価値

向上に資すると判断される場合に保有

保有に見合った価値が認められない場合には、
投資先との十分な対話を行ったうえで縮減

取締役会で保有意義および経済合理性を定期的に検証

2023.3 2024.3

基本方針

TXPLAN2030の中で目指す姿

17.8％

13.8％15.5％
連結純資産に占める割合
（時価ベース）

282

245

349

136149
182

上場株式
時価

（億円）

上場株式
簿価

（億円）

円の大きさ：セグメント営業利益

資本収益性の向上

事業性貸出
（県内・県外）
※東京除く

2024.3

2024.3

2024.3
2024.3

セグメント別ＲＯＲＡ 政策保有株式の縮減

リスク管理態勢の
高度化を図るとともに、
一人当たり収益を向上

コンサルティング
機能の強化を進め
着実に利益拡大

社会変化に伴う多様な
ニーズへ対応し、

着実に利益を拡大
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160
貸出金 有価証券利息配当金 短期運用資金

△102億円

＋144億円

△160

△140

△120

△100

△80

△60

△40

△20

0

FY2023 FY2024 FY2025 FY2026 FY2027 FY2028 FY2029

流動性預金 定期性預金

＜参考＞今後の政策金利変更による影響額試算

0

＋22億円

＋33億円

＋89億円

定期性預金利息

△32億円

プラスの影響額合計

マイナスの影響額合計

最終年度における
資金利益への影響額

＋42億円

ROE押し上げ効果

＋1.0％

※1 段階的に政策金利が上昇した場合を想定
※2 政策金利上昇に伴い、貸出金利回りおよび預金金利が追随して上昇した場合の影響額

2024/4～ 2024/11～ 2026/4～

政策金利 ※1 0.00％ 0.25％ 0.50％

普通預金 0.02％ 0.10％ 0.20％

定期預金 1年 0.02％ 0.16％ 0.23％

＜影響額試算の前提条件＞

金利上昇による影響
短期運用資金

有価証券利息配当金

貸出金利息

△70億円

流動性預金利息

（億円）

2
10

0

16

30
42

※２ ― 折れ線グラフ ネット影響額
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成長ドライバの重点施策
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サステナビリティ経営

地域の脱炭素化、ふくしまの持続的発展に貢献

とうほうグループの取組み

2023年11月、2040年度のカーボンニュートラルを
新たな目標として設定し、2030年度のCO2排出量削減
目標を50％から60％に引上げ

勉強会開催
補助金申請

太陽光
発電設備導入

環境配慮型
車両導入

ＬＥＤ照明
設備導入

ＣＯ２排出量
算定・目標設定

削減実行

カーボンニュートラルに向けた具体的施策

ＺＥＢ・省エネ
店舗設置

空調設備
高効率化

照明設備
ＬＥＤ化

再エネ電力
利用拡大

環境配慮車
導入

1,736 1,516 1,515 1,382 1,352 1,247

10,361
7,819

7,556
6,658 6,527 5,979

△22.8%△25.0%

△33.5%
△34.8%

△40.2%

13年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 40年度

12,097

9,335 9,071
8,040

7,879

30年度

△60％
中間目標

（ｔ）

Scope2

Scope1

削減率

新たな目標
2040年度

カーボンニュートラル
（CO2排出量実質ゼロ）

お客さまの取組み支援
お客さまのサステナビリティ経営の取組みを金融面・非金融面
から積極的にサポート

脱炭素コンサルティング

1,574 2,512 3,479

0

5,000

10,000

15,000

21年度 22年度 23年度 30年度

サステナブルファイナンスの取組み強化

（億円）

地域の脱炭素化に
向けた取組みを牽引し
“ふくしま”の持続的な

発展に貢献

2040年度
とうほうグループ

カーボンニュートラル

2050年
“ふくしま”の

持続的な発展

福島県全体の
カーボンニュートラル

目標1.5兆円

実質ゼロ

サステナブルファイナンス

2030年度

（うち環境分野1.2兆円）

15,000

12,000

3,000

7,226
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営業体制変革① 目指す営業体制

人員体制

B
A

C
K

F
ro

n
t

第１成長ドライバ第２成長ドライバ

目指す営業体制・組織体制

法人コンサル
ティング部

ファイナンス
営業課

ローン事業部
ＡＣ部

（アセットコンサルティング部）

少人数マルチタスク型

将来の人員体制を踏まえ、最大効率化が図られる体制を構築

事業セグメントごとに組織化

営 業 店（融資渉外）

営業店機能を法人営業に特化

ローンセンター ＣＰ
（コンサルティングプラザ）

野村證券
アライアンス

人財育成・法人営業 営業・バック業務 バック業務 バック業務 バック業務

人財育成・融資業務

預かり資産営業ローン営業
事業性推進、コンサルティング営業

PF推進・
管理の

本部組織化

フロント~バック
本部組織化

フロント~バック
本部組織化

トスアップ

トスアップ

連携

営業
支援

サポート連携 連携

エリア制（母店・中核店）
法人営業以外の業務はトスアップ

法人コンサルティング部

本部 営業店 本 部

預かり資産ローンＰＦ法人営業（経営コンサル・事業性）

グループ各社

2030年3月 ベテラン層
の活躍

配置方針 考え方

総体人員の減少 若手・シニア世代の増加 若手・女性の
活躍・フロント配置

組織の効率性・専門性を追求し、限られた人員で最大の効果を生む事業セグメント別の営業体制・組織体制を目指す
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営業体制変革② エリア営業体制×重点戦略

エリア営業体制およびデジタル戦略、人的資本投資のシナジーにより営業力を創出し、コンサルティング機能の高度化を図る
新たな営業体制のもとで10TARGETSに基づく各種戦略を確実に遂行し、TXPLAN2030で掲げる２GOALSの達成を目指す

エリア営業体制
エリア単位でバンキング機能完備

衛星店

衛星店

中核店

衛星店

会津

県中

いわき

【県内営業体制】

コンサルティング機能
の強化（中核店）

営業人員を中核店に集約し、

多くのお客さまの幅広いニーズ

にお応えする体制を構築

お客さまの

持続的成長を支える質の高い

コンサルティング機能の発揮

10TARGETSに
基づく各重点戦略の展開

人的資本投資
専門人材採用強化、スキル多様化

人財育成の充実

２GOALSの達成

衛星店によりキャッシュポイント

を維持し、金融インフラ提供

企業としての役割を果たす

営業人員

営業サポート人員

業務効率の向上
ローコストオペレーション化

デジタル戦略
店頭タブレットの導入

事務の自動化、本部検印体制

金融インフラ網の維持
（中核店＋衛星店）

相双

県南

県北
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業
務
集
中
化

Ａ
Ｉ
・
Ｒ
Ｐ
Ａ
活
用

業
務
の
断
捨
離

ペ
ー
パ
ー
レ
ス

◆資料作成、文章要約、定型業務等で
AIやRPAを活用

◆不要な業務の廃止や見直しに加え、
デジタルデバイスを活用し紙利用を抑制

２万時間創出

人 員 創 出 重 点 分 野 へ の 配 置

ガイダンス
（マインドセット）

各種研修
（ＯＦＦ-ＪＴ）

自己啓発
（ホームラーニング等）

◆本人の希望と適正をふまえ、母店または中核
店融資渉外のフロント・バックに再配置

◆再配置後もOJT・OFF-JTによるフォローを継続

営業体制変革③ 人員創出と重点分野への配置

リスキリング

お

客

さ

ま

と

価

値

を

共

創

す

る

営

業

体

制

◆創出人員に対し、入念なリスキリングを実施

相談

後日処理
業務

預かり資産

検証

◆店頭タブレットやリモートブースを活用し、
「検証」「相談」業務を集中化

◆ミドルオフィスを設置し「後日処理」業務
は集中部署で実施

◆野村證券との連携スキームにより預かり
資産業務を集中化

36万時間創出

２万時間創出

希
望
・
適
性
を
ふ
ま
え
再
配
置

バック
（ フロントを支える）

営業時間捻出を支える後方事務

創出人員

法人営業
フロント

（現場が主役）

人員増×活動時間増

200名
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デ
ジ
タ
ル
を
活
用
し
た
地
域
共
創

外部サービスからでも銀行サービスが受けられる仕組みを共創

＜異業種サービス＞
＼銀行サービスをワンストップで／

BaaS提供

外部連携による新たな顧客体験の創造

＜デジタル地域通貨＞
＼決済および域内還流を／

＜地域情報ポータルサイト＞
＼銀行手続きもワンストップで／

API連携

銀行サービスの高度化

デジタルを活用して、カンタン・便利なサービスへ進化

＜銀行アプリ＞
＼いつでも・どこでも・カンタンに／

＜リモート活用＞
＼より専門的なご相談も／

＜店頭タブレット＞
＼カンタンなお取引・お手続きを／

…

カ
ス
タ
マ
ー
エ
ク
ス
ペ
リ
エ
ン
ス
の
向
上

デジタル戦略
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グループ戦略

地域の持続可能性を高める１０ＴＡＲＧＥＴＳ

④創業・成長・経営支援

◆グループ各社の役割（お客さまへの提供価値）を５本の柱で整理。

◆グループ各社が成長ドライバとして当行グループの企業価値向上に貢献。

事業価値向上

⑤事業性評価・有益情報

②脱炭素化支援

③金融コンサルティング⑥キャッシュレス

①人手不足への対応

⑧資産運用

⑩金融リテラシー

経営支援・M&A ＩＴコンサル キャッシュレス法人決済 生産性向上設備投資

Ｉ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
東邦ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
とうほう地域総合研究所

経営コンサルサービス
高度化

銀行業高度化等会
社への移行検討

生産性向上

東邦情報システム

キャッシュレス化支援

東邦カード
東邦ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ

脱炭素・省エネ支援

東邦リース

資産倍増

とうほう証券

２社連携強化
脱炭素

コンソーシアム

野村證券との
金融商品仲介業務に

かかる包括的業務提携

第２成長ドライバ 第１成長ドライバ

売上

当純

23年度実績 差異29年度計画

152

41

260

70

+108

+29

23年度実績 差異29年度計画

898

12

1,396

61

+498

+49

23年度実績 差異29年度計画

1,124

144

1,210

204

+86

+60

23年度実績 差異29年度計画

7,143

83

10,583

341

+3,440

+258

23年度実績 差異29年度計画

863

△159

-

-

-

-

東邦ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 東邦情報システム カード・クレジット（合算） 東邦リース とうほう証券

※ 当期純利益はグループ配当金を除いた金額で表記
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アライアンス戦略

〔同業種広域連携〕

ＴＳＵＢＡＳＡ

基幹系システム共同化

◆デジタル化を加速
◆お客さまの利便性向上
◆営業体制の変革

◆新しい事業の創出支援
◆産業の育成
◆地域インフラの整備

〔証券ビジネス連携〕

野村證券

金融商品仲介業務の包括的業務提携

◆お客さまの資産所得増加
◆預かり資産サービスの高度化

〔地方創生・ＳＤＧｓ連携〕

福島県・東京海上日動火災保険

３者連携協定

◆福島の復興・再生と地方創生

持続可能な地域社会の構築に向けた諸課題を迅速に解決するため、事業戦略の大きな柱として、

さまざまなパートナーとアライアンス戦略を展開

〔デジタル田園都市国家構想〕

ＡiCTコンソーシアム参加

◆地方創生・脱炭素
（脱炭素先行地域協働申請）

◆住民ポータルサイト
◆デジタル地域通貨 等

〔連携協定〕

福島イノベーションコースト構想
〔包括連携協定〕

Ｆ-ＲＥＩ
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人的資本の充実
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人財流動化への対応

成長ドライバに応じた人財育成

多様化するニーズに対応できる高度なコンサル
ティングスキルと優れた人間力を有する人財

リーダー育成専門人財育成

人財流動化
への対応

人財育成 ＤＥ＆Ｉ

<人的資本の４つの戦略>

Well‐
being

企業風土
の変革

◆新卒採用の安定継続
◆キャリア採用の積極化

15％若手層
ベテラン層

23年度

◆アルムナイ組織強化、リファラル採用強化
◆重点分野への人的資本集中
◆人員構成の変化への対応

29年度23年度

DE＆I（多様な人財の活躍）

◆女性活躍（昇格見直し、キャリア支援、
ロールモデル育成、女性特有の健康課題）

◆シニア活躍（給与見直し、リスキリング）
◆チャレンジドの活躍支援（障がい者雇用）
◆マネジメント層の意識醸成（イクボス）

ド
ラ
イ
バ

第
３
成
長

金融サービスの枠を超えた事業領域や価値
創造に積極的にチャレンジできる人財

ド
ラ
イ
バ

第
２
成
長

グループ会社連携による幅広いコンサルティン
グや高度な付加価値を提供できる人財

コアビジネス（法人・資産運用・ローン）の
スキルを有しソリューション提供ができる人財

ド
ラ
イ
バ

第
１
成
長

ベ
ー
ス

ス
キ
ル

人間力（人格・リーダーシップ・マネジメント・
レジリエンス）、銀行員としてのベーススキル

80名 200名

25％
20％

29年度

30％

地域社会・お客さまへ
さらなる付加価値を提供

地域の持続的な
成長・発展へ貢献

従業員一人ひとりが
成長実感

Well ‐being（職場環境改善）

◆エンゲージメントの向上
⇒モチベーション高く、相互に信頼できる

職場づくり
◆自律的で柔軟な働き方

⇒妊娠・育児・介護における働き方など、
仕事と家庭を両立した働き方の推進

◆健康経営の推進
◆ファイナンシャル・ウェルネスの向上

⇒従業員ライフプランの支援、年金制度
の理解、経済面の支援制度

ダイバー
シティ

（多様性）

インク
ルージョン

（包括・受容）

エクイティ
（公平性）

人的資本の４つの戦略
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人的資本投資の概要

人財育成
（行外研修・

外部トレーニー派遣）

150人

女性総合職平均
勤続年数

17年以上

男性育休
取得率

100％

男性育休
取得日数

10日以上

３年以内
の離職率

20％以内
人財育成

人財流動化
への対応

ＤＥ＆Ｉ

女性役席者
比率

30％以上

高ストレス者
割合

10％以内

Well‐
being

億
円

人的資本投資

３５
計画期間
累計額

人的資本投資の各種目標

中小企業診断士60名
ＦＰ１級100名

ＦＰ2級1,300名

ベテラン層

５５歳以降の
給与・賞与

見直し

若年層

初任給
見直し

全層

ベースアップ
時給アップ

専門人財

キャリア採用
４億円

人財育成
１人あたり

研修費
８万円台

2025 2026 2027

研修費 9億円

26億円

人件費増加額

2024

継続的な投資

2028 2029
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資 料
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震災前
（’10年）

震災直後
（’11年）

直近の状況 統計年

人
口

人口 202万人 197万人 175.0万人
（2024.3.1現在）

’24年

合計特殊出生率
（全国平均）

1.52
（1.39）

1.48
（1.39）

1.27
（1.26）

’22年

経

済

県内総生産(名目)
（東北平均）

7兆1,815億円
(5兆0,788億円)

6兆5,881億円
(4兆9,666億円)

7兆8,447億円
(5兆7,480億円)

’21年

有効求人倍率

（全国平均）

0.42倍
(0.52倍)

0.59倍
(0.65倍)

1.39倍
（1.31倍）

’23年

産
業

公共工事請負金額 1,817億円 2,453億円 4,123億円 ’23年

新設住宅着工戸数 8,912戸 8,093戸 8,444戸 ’23年

製造品出荷額等
5兆900億円

（東北１位）
4兆3,209億円

（東北１位）
５兆1,411億円

（東北１位）
’21年

農業産出額 2,330億円 1,851億円 1,970億円 ’22年

福島県の概況

〔主な経済関連指標：震災前～震災直後～直近の状況〕

（出所:福島県）

（出所:厚生労働省）

（出所:内閣府「県民経済計算」）

（出所:厚生労働省）

（出所:東日本建設業保証協会）

（出所:福島県）

（出所:経済産業省「工業統計調査」）

（出所:農林水産省「生産農業所得統計」）
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福島県の産業集積状況

◆福島県では、エネルギー関連・ＩＣＴ・医療産業・アグリビジネス・ロボット開発等、研究開発・産業創出拠点の整備が進む

福島大学 食農学類

福島国際医療科学センター

福島県立医大 保健科学部

「福島県立医大保健科学部」

ICTオフィス「スマートシティAiCT」
脱炭素先行地域
会津大学先端ICTラボ「LICTiA」

福島ロボットテストフィールド

福島国際研究教育機構（F-REI）

福島水素エネルギー研究フィールド

福島県水産海洋研究センター

（出所：福島県）

県 北 地 区

ふくしま医療機器開発支援センター
（国研）産業技術総合研究所 福島再
生可能エネルギー研究所

県 中 地 区

会 津 地 区

い わ き 地 区相 双 地 区

県 南 地 区

3
,2

1
7

2
,8

4
6

2
,5

8
2

1
,9

9
31
,8

0
4

0

200

400

600

800

1000

累計件数 年度毎の立地件数

累計

872社

福島県営工業団地

「工業の森・新白河A工区」

2011年以降福島県に立地した企業数

※2023年12月福島県工業開発条例に基づく
工場新増設の届出集計結果

「福島ロボットテストフィールド」

福島県営工業団地

「工業の森・新白河A工区」

電子デバイス関連産業

産業サポート白河
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福島県の強み

（出所：福島県「企業立地ガイド」から引用）

便利なインフラ 全国トップクラスの支援制度

福島県は東北地方の南端の首都圏200km圏内に
位置し、陸路・海路・空路いずれの交通基盤も充実

約75分

東北新幹線（郡山‐東京間）

高速道路（郡山IC-東京）

約3時間

研究開発・連携・取引に関する支援を行い、企業活動
・企業経営を多角的にサポート

自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金
（国制度）

最大

50億円

避難区域などを対象

地域復興実用化開発等促進事業費補助金
イノベ構想重点分野の実用化開発支援

上限

7億円

ふくしま産業活性化企業立地促進補助金
次世代自動車、医療機器、航空宇宙などに関連する

製造業中心
最大

5億円

優れた人材

工業学生数
東北・北関東

NO.1

高等学校の工業科学生数が東北・北関東随一であ
ることに加え、「真面目で粘り強い人材が多い」と立地
された企業の方々から高い評価

福島県への移住相談

3年連続 全国3位

（2020年～2022年度）

※総務省の移住相談に関する調査結果に基づく

福島ロボットテストフィールドへの来訪者数

10万人以上 固定資産税
3年間相当額を助成

南相馬市
企業立地奨励金

いわき市
工場等立地奨励金

最大5億円

首都圏から

200Kｍ

圏内
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福島県総合計画2022   2030（全体構成①）

（出所：福島県）
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（出所：福島県）

福島県総合計画2022   2030（全体構成②）
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福島県全国ランキング ～ ベスト５ ～

全国順位 項目 数値 年 １位の都道府県

１位

桃支出金額（１世帯当たり）（購入数量1位）
納豆支出金額（１世帯当たり）
しめじ支出金額（1世帯当たり）（購入数量1位）
夏秋きゅうり収穫量
つるむらさき収穫量
医療用機械器具・同器具部品出荷額

7,386円
6,308円
2,267円
33,300t

281t
1,173億円

令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均

令和4年
令和2年
令和3年

-
-
-
-
-
‐

２位

豚肉支出金額（1世帯当たり）（購入数量2位）
きゅうり支出金額（1世帯当たり）（購入数量3位）
カレールウ購入数量（1世帯当たり）（支出金額8位）
桃収穫量
馬肉生産量
干し柿生産量
こい（養殖）収穫量
ＪＧＡＰ認証農場数
固定局通信装置出荷額
航空機用エンジン部品出荷額

37,301円
4,143円
1,506g

27,700t
903t
792t
646t

529件
414億円

1,558億円

令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均

令和4年
令和4年
令和3年
令和4年

令和5年3月末
令和3年
令和3年

新潟県
神奈川県
新潟県
山梨県
熊本県
長野県
東京都
静岡県

神奈川県
東京都

３位

アイスクリーム・シャーベット支出金額（１世帯当たり）
かつお支出金額（1世帯当たり）（購入数量3位）
ヨーグルト支出金額（1世帯当たり）
まんじゅう支出金額（1世帯当たり）
宿根かすみそう出荷量
木製流し台・調理台・ガス台出荷額

12,910円
2,786円

15,961円
1,731円

8,090千本
150億円

令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均

令和4年
令和3年

埼玉県
高知県
山形県

鹿児島県
熊本県
栃木県

４位

生鮮果物支出金額（1世帯当たり）
りんどう出荷量
日本なし収穫量
なめこ生産量

42,878円
3,470千本

15,200t
1,725t

令和3～令和5年平均
令和4年
令和4年
令和4年

山形県
岩手県
千葉県
長野県

５位
にんじん支出金額（1世帯当たり）（購入数量8位）
プリン支出金額（1世帯当たり）
全国新酒鑑評会金賞受賞数

2,890円
2,046円
14銘柄

令和3～令和5年平均
令和3～令和5年平均

令和4年

沖縄県
埼玉県
山形県

（出所：一目でわかる福島県の指標2024）
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社会貢献の取組み

市場直送SDGs即売会

■地域・お客さまの魅力PRプロジェクト
地域企業・産品の紹介動画（ドキュメンタリー映像）を制作し、地域・お客さまの魅力

をＰＲ。完成した映像はお客さまに提供し広告等で自由に使用していただくとともに

YouTube等にて幅広く発信。

野沢民芸品製作企業組合さま

齋栄織物株式会社さま

■フードロス削減への取組み

■スポーツ振興への取組み

とうほうフードドライブ

■地域の金融リテラシー向上への取組み
お客さま自身が最適な金融サービスを選び、自分らしいゆたかな暮らしを実現できるよう、

金融知識の習得にかかる学習機会を幅広い層へ提供

店舗の一部をお客さまに無償提供し、本来

廃棄される農作物等の規格外商品を販売

する場として提供

役職員が利用予定のない食品等を持

ち寄り、社会福祉団体を通じて地域の

こども食堂や福祉施設等に寄付

福島大学提供講座

地元中学校での金融教室

金融経済教育受講者数（2018～2023年度）：20,310人

陸上競技部による陸上教室

世界身体障害者野球日本代表
との親善試合

当行陸上部の地域スポーツ普及を目的とし

た陸上教室及び陸上競技大会の開催など

長年の功績が評価され、文部科学省より

「生涯スポーツ優良団体」を受賞

代表チームが世界大会でさらに活躍できるよう
当行野球部も参加。野球を通じ、スポーツの
魅力を伝え、障がい者スポーツへの関心を高
める等、地域振興に積極的に貢献。
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地域・お客さまが輝く①

2023年度の主な取組み実績

経営課題対応件数

シンジケートローン

無保証融資の対応状況

ＩＴコンサルティング

創業支援

寄付型私募債

クレジットカード業務

とうほう次世代経営者倶楽部

事業承継・Ｍ&Ａ支援

ＳＤＧｓサポート

リース媒介業務

福島県産品販売

地域コンサル対応件数

ストラクチャリング融資

人材紹介

販路開拓ビジネスマッチング

2,656件
（2024年3月末）

お取引先への経営課題への対応件数

301人
（2024年3月末）

起業家応援相談会、創業支援塾参加者

3,111件
（2020年4月～2024年3月末）

事業承継・Ｍ&Ａ相談件数

1,119件
（2024年3月末）

地域の社会課題への対応件数

228億円
（2018年4月～2024年3月末）

成約金額

92件・5,181億円
（2014年4月～2024年3月末）

累計組成件数・金額

71.0％
（2024年3月末）

新規実行件数に対する無保証割合

15,027件
（2024年3月末）
法人カード会員数

409件
（2021年度～2024年3月末）

累計申込件数

242件
（2019年度～2024年3月末）

累計取次件数

1,451人
（2024年3月末）

会員数

16億3千万円
（2024年3月末）

福島県産品通信販売実績

462件
（2020年4月～2024年3月末）

人材採用支援累計

493件・81件
（2021年4月～2024年3月末）
ＩＴコンサル相談件数・うち成約件数

330件・1,647億円
（2016年4月～2024年3月末）

累計実行件数・金額

332件・82百万円
（2024年3月末）

受託累計件数・寄付累計額
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地域・お客さまが輝く②

2023年度の主な取組み実績

預かり資産契約先数

18万2千件
（2024年3月末）

累計契約件数

ＦＰ1級／ＦＰ2級

スマホ通帳

積立投信

キャリア採用人数

ペーパレス

▲18.8％
（2024年3月末）

2020年度末比の紙削減率（本部）

遺言信託・遺産整理業務

4,179件
（2023年度）

実行件数

WEB完結ローン

障がい者雇用

ＮＩＳＡ

女性役席者比率

35万人
（2024年3月末）

インターネットバンキング・とうほうＩＤ利用者数

デジタルサービス利用者数

従業員が輝く

当行が輝く －デジタル戦略－

8.2億円
（2024年3月末）
積立投信月間振替額

1,225件
（2024年3月末）

遺産整理業務・遺言信託累計申込件数

40,669件
（2024年3月末）

ＮＩＳＡ口座数

1,028人
（2024年3月末）

ＦＰ１級およびＦＰ2級資格取得者数

22人
（2024年3月末）

2023年度のキャリア採用人数

71人
（2024年3月末）

グループ全体の障がい者雇用数

24.0％
（2024年3月末）
女性役席者の割合

10万1千人
（2024年3月末）

お客さまの資産所得倍増に向けた資産形成支援



本資料には、将来の業績に係る記述が含まれておりますが、こうした記述は、
将来の業績を保証するものではありません。

将来の業績は、経営環境等の変化等により異なる可能性がありますのでご留意
ください。

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１


